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（実施計画） 

 

基本方針１ 持続可能な財政基盤の強化 

 （重点推進項目①）歳入確保と歳出抑制 

   推進項目番号１ ふるさと納税の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

   推進項目番号２ 公有財産の有効活用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

   推進項目番号３ 自主財源の確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

   推進項目番号４ 収納率の向上 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・10 

   推進項目番号５ 受益者負担の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

推進項目番号６ 補助金・扶助費の見直し ・・・・・・・・・・・・・・・・11 

   推進項目番号７ 事務事業の見直し ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 

 （重点推進項目②）公共施設・インフラの最適化 

   推進項目番号８ 公共施設等の最適化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・12 

   推進項目番号９ 公共施設等のＬＥＤ化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

   推進項目番号10 公共施設の利用規制緩和 ・・・・・・・・・・・・・・・・14 

   推進項目番号11 公共施設等の維持管理費の縮減 ・・・・・・・・・・・・・14 

   推進項目番号12 公共施設の運営方法の見直し ・・・・・・・・・・・・・・14 

 （重点推進項目③）健全で計画的な財政運営の推進 

   推進項目番号13 財政運営の健全化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

推進項目番号14 財政調整基金残高の確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・16 

（重点推進項目④）特別会計・企業会計の経営健全化 

   推進項目番号15 基準外繰出金の縮減 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・16 

（重点推進項目⑤）民間活力の効果的な活用 

   推進項目番号16 官民連携手法の活用 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・17 



基本方針２ 職員能力の向上と組織運営の強化 

 （重点推進項目⑥）職員能力の向上と働き方改革の推進 

推進項目番号17 職員の意識改革 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

推進項目番号18 職員の人材育成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・18 

推進項目番号19 働き方改革の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・19 

 （重点推進項目⑦）職員定員の適正化と組織の効率化 

   推進項目番号20 職員定員の適正化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・20 

推進項目番号21 組織・機構の改革 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・21 

 （重点推進項目⑧）業務効率の向上と市民サービスの向上 

推進項目番号22 行政のデジタル化の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・21 

 （重点推進項目⑨）情報共有とパブリシティ活動の強化 

推進項目番号23 情報発信力の強化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・26 

   推進項目番号24 パブリシティの推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・26 

 

基本方針３ 多様な主体との連携・協働の強化 

 （重点推進項目⑩）市民協働の推進 

   推進項目番号25 公益的な地域活動の支援 ・・・・・・・・・・・・・・・・27 

   推進項目番号26 協働のまちづくりの推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・27 

 （重点推進項目⑪）企業・大学等連携の推進 

   推進項目番号27 企業・大学連携の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・28 

 

＜第５次行政改革実施計画の取組による経費削減等の財政効果＞ ・・・・・・・・・29 

 



１ 第５次行政改革実施計画の位置付け 

 

弥富市第５次行政改革大綱は、第２次弥富市総合計画で定める将来像『地域でつくる「人・

自然・文化」の調和 輝く未来へと繋ぐまち・弥富』の実現に向けて、仕事の進め方や考え方

を変革するとともに、施策・事業を効率的かつ効果的に実行することで、持続可能で安定的な

財政運営を行うための指針となるものです。 

実施計画は、この行政改革大綱に示した内容を着実かつ集中的に推進するための具体的な取

り組みを示した計画となります。 

 
 ＜体系のイメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

２ 計画期間 

 

計画期間は、上位計画である第２次弥富市総合計画後期基本計画及び第５次行政改革大綱の

計画期間に合わせて、令和６年度から令和 10 年度までの５年間とします。 

 

 ＜総合計画と行政改革大綱の計画期間＞ 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

           

           

第２次弥富市総合計画 
前期基本計画 

弥富市第４次行政改革大綱 

第２次弥富市総合計画 
後期基本計画 

弥富市第５次行政改革大綱 
（行政改革実施計画） 

１年 
延長 

 弥富市第５次行政改革大綱 

    地域でつくる「人・自然・文化」の調和 輝く未来へ繋ぐまち・弥富 将来像 
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３ 本市の財政状況と財政運営上における課題 

 
  本市の歳入は、主に伊勢湾岸自動車道路周辺における大規模倉庫建設により、市税が増加傾

向にある一方、歳出は少子高齢化の急速な進展に伴う扶助費の増加等により、実質的に財源不

足が生じる大変厳しい財政状況にあります。この財源不足を解消するために、行政改革大綱に

基づき様々な取組や改革を継続してきましたが、財源不足の解消までは至っておりません。 

さらには、会計年度任用職員制度の開始や政府の賃上げ政策に伴う人件費の増加が続き、一

般財源充当額の義務的経費に占める割合は上昇しており、財政の硬直化が急速に進んでいます。

このような状況は持続可能な財政運営とは言えず、早期に解消を図る必要があります。 
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本市では令和元年度まで実質単年度収支の赤字が続いており、財源不足を補填するために基金の繰入を行った
結果、積立基金の残高は大幅に減少しました。令和２～４年度は、コロナ禍による事業の休止等があり、一時的
に実質単年度収支は黒字化しましたが、コロナ禍が明けた令和５年度は事業の再開や物価高騰の影響等により、
実質単年度収支は再び赤字へ転じました。災害等不測の事態に対応するには、財政調整基金は標準財政規模の
10％（約 12億円）を確保する必要があるものの、令和６年度当初予算では 14.1 億円まで減少する見込です。 

財政運営上の課題① 慢性的な財源不足の発生による積立基金の減少 

コロナ禍における 

事業の不執行等で 

一時的に赤字解消 

＜グラフ① 実質単年度収支の推移＞      （単位：億円） ＜グラフ② 積立基金残高の推移＞         （単位：億円） 
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財政運営上の課題② 経常収支比率の上昇による財政の硬直化 

＜グラフ③ 一般財源充当額の性質別構成比の推移＞ （単位：％） ＜グラフ④ 経常収支比率の推移＞        （単位：％） 

少子高齢化等に伴う扶助費の増加や、政府の賃上げ等に伴う人件費の増加により、一般財源充当額の義務的経
費に占める割合は上昇傾向にあり、令和５年度は一般財源の約半分を義務的経費へ充当しています。一方、公共
施設やインフラの老朽化対策等には、地方財政措置が高い市債を優先的に活用していることもあり、一般財源充
当額の投資的経費に占める割合は減少傾向にあります。 
このことから、平成 27年度には経常収支比率は 82.7％と一定程度の弾力性があったものの、令和５年度には

91.9％まで上昇し、急速に財政の硬直化が進んでいる状況にあります。 

※経常収支比率は市税等の経常的な収入を、経常的な支出へどの程度充当したかを示す比率で、地方公共団体の財政構造の弾力性を表します。 



４ 総点検（全事務事業ヒアリング）の必要性と概要 

 
 本市の財政運営上における課題を解決するには、これまで本市が進めてきた「選択と集中」や

「スクラップ＆ビルド」等を中心とした行政改革に取り組むだけでなく、改めて全職員が全ての

事業に対して目的を再確認の上、費用対効果の面から事業を見直す「総点検（全事務事業ヒアリ

ング）」を行い、さらなる行政改革の取組を推進する必要があります。 

 総点検の対象事業は原則的に全事務事業とし、 

必要性・妥当性・有効性・効率性の観点による 

16 の点検項目にて評価を実施します。 

評価の基準として、現在の実施状況を基準と 

するのではなく、法令や他自治体の実施状況等 

を基準とすることで、事業の目的（原点）に立 

ち返った事業の見直しが可能となります。 

 点検を行った結果、事業の方向性や手法等に 

ついて検討すべき課題がある場合は、行政改革 

推進本部会議等において事業の廃止や縮小を含 

めた事務事業の見直しの方向性を決定します。 
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総点検（全事務事業ヒアリング）の概要 



５ 第５次行政改革実施計画で取り組むべき重点課題 

 

 第５次行政改革大綱に掲げる１億円／年の効果額という高い目標を達成するには、これまでの

取組を継続するとともに、総点検によって新たな取組を推進する必要があります。 

しかし、第１次行政改革大綱から行政改革の取組として掲げている「補助金等の見直し」では

近年見直しが行われていないものの、総点検では他自治体と比較して補助率が高い補助金や、法

令等に基づかない市独自の補助金が見受けられます。同じく「使用料の見直し」では、公共施設

の使用料適正化に関する方針に基づき料金改定を行いましたが、施設を利用しない方が間接的に

多くの費用を負担する状況に変わりはなく、受益者負担の早期の適正化が必要となります。 

また、弥富市公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設の計画的な更新・統廃合・長寿命化

等を行うことで、財政負担の軽減・平準化に努めていますが、物価高騰等の影響により施設維持

費は増加傾向にあり、人口減少や生活スタイルの変化等により利用者数は減少傾向にあることか

ら、公共施設のあり方について更なる抜本的な見直しが必要となります。 

第５次行政改革実施計画ではこれらを重点課題と定め、集中的に改革に取り組みます。  
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重点課題② 施設利用者数の減少及び施設維持費の増加 
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＜グラフ⑥ 施設利用者数の推移＞         （単位：千人） ＜グラフ⑦ 施設維持費及び料金率の推移＞ （単位：億円、％） 

少子高齢化の進展やコロナ禍等の影響を受け、文化・スポーツ活動等を目的に公共施設を利用する市民の数
（利用者数）は減少傾向にあり、令和５年度の利用者数はピークであった平成 27年度の利用者数と比較して約
５割程度まで落ち込んでいます。その一方で物価高騰等の影響により、施設維持費は増加傾向にあります。 
本市では、平成 27年度に「公共施設の使用料適正化に関する方針」を策定し、公共施設を利用する方と利用

しない方の負担の公平性を担保するために２度の料金改定を行いましたが、施設維持費に対する使用料収入の割
合（料金率）はわずか 4.6％であり、施設維持費の大半を利用しない方も負担している状況にあります。 
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重点課題① 補助金等の見直し効果額の停滞 

＜グラフ⑤ 補助金等の見直し効果額の推移＞                                （単位：千円） 

第１次行革大綱 第３次行革大綱 第２次行革大綱 第４次行革大綱 

本市では第１次行政改革大綱より補助金等について、行政の責任分野、経費負担のあり方、行政効率等の観点
から整理統合を図り、事業規模等から公平適正な金額であるか見直しを実施することを掲げてきました。また、
平成 24年度には「補助金等の見直しに関する指針」を策定することで更なる適正化を推進しましたが、平成 28
年度を最後に補助金等の見直しが進んでいない状況にあります。 



６ 第 5 次行政改革実施計画で重点的に取り組むべき６つの改革テーマ 

 

 第５次行政改革実施計画において「重点課題①補助金等の見直し効果額の停滞」の解決を目指

すには、総務省が示す「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」に基づき、

『補助金等の終期設定やＰＤＣＡサイクルに則った不断の見直し』が必要となります。 

 次に、「重点課題②施設利用者数の減少と施設維持費の増加」の解決を目指すには、利用者数が

減少傾向にあることから、『受益者負担の適正化』だけでなく、施設のあり方を抜本的に見直す必

要があります。 

具体的には、公共施設等総合管理計画では策定当時の施設維持費等や将来推計を基礎に施設保

有量を積算していることから、現在の施設維持費等や将来推計を基礎とした適正な施設保有量を

再計算し、必要に応じて『公共施設の更なる集約化・複合化等の推進』が必要です。 

さらに、『デジタル技術の活用や利用時間帯に合わせた開館時間の見直し』、『業務委託・民営化・

指定管理等の更なる推進』、『その他管理の抜本的な見直し』を行うことで、施設維持費自体の抑

制を図ることも必要となります。 

 第５次行政改革実施計画においては、従来の重点推進項目に加え、これらの取組を６つの改革

テーマとして重点的に取り組むことで、１億円／年の効果額という高い目標の達成、さらには持

続可能な財政運営の実施を目指します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 単独扶助費・補助金の見直し ② 公共施設再配置計画の見直し 

⑥ 受益者負担の適正化 ⑤ 業務委託・民営化・指定管理の推進 

④ 公共施設運営方法の見直し ③ 公共施設維持費の縮減 



持続可能な財政基盤の強化基本方針１

























職員能力の向上と組織運営の強化基本方針２



















多様な主体との連携・協働の強化基本方針３






